
   労働者災害補償保険法の適用を受ける職員の公務災害等に伴う休業補償等の支給に関する要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「法」という。）の適用

を受ける職員の公務上の災害又は通勤による災害に対して迅速かつ公正な保護をするため、休業補償

給付又は休業給付並びに休業特別支給金（以下「休業補償等」という。）の支給に関する制度を定め

ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「職員」とは、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例（昭和４２年船橋市条例第３３号）第２条第１号に規定する法の適用を受ける者をいう。 

２ この要綱において「公務上の災害」及び「通勤による災害」並びに「給付基礎日額」とは、それぞ

れ法第７条第１項第１号及び第２号並びに第８条の２に規定する業務災害及び通勤災害並びに休業

給付基礎日額をいう。 

 （実施機関等） 

第３条 この要綱に定める休業補償等の実施については、休業補償等を受けようとする職員の請求又は

申請（以下「請求等」という。）に基づいて、任命権者が行うものとする。 

 （休業補償給付及び休業給付） 

第４条 職員が公務上の災害又は通勤による災害による療養のため勤務その他業務に従事（以下「労働」

という。）することができない場合において、賃金その他の収入（以下「賃金等」という。）を得るこ

とができないときは、当該職員に対し、休業補償給付又は休業給付として、その賃金等を得ることが

できなくなった日からその第３日目までの期間に限り支給するものとし、その額は、１日につき給付

基礎日額の１００分の６０に相当する額とする。ただし、職員が公務上の災害又は通勤による災害に

よる療養のため所定労働時間のうちその一部分についてのみ労働する日に係る休業補償給付又は休

業給付の額は、給付基礎日額から当該労働に対して支払われる賃金等の額を控除して得た額の１００

分の６０に相当する額とする。 

 （休業特別支給金） 

第５条 前条の規定により休業補償給付又は休業給付を受ける権利を有する職員に対し、休業特別支給

金として、この要綱に定める休業補償給付又は休業給付の支給の対象となる期間に限り支給するもの

とし、その額は、１日につき給付基礎日額の１００分の２０に相当する額とする。ただし、同条ただ

し書の規定の適用を受ける職員に係る休業特別支給金の額は、給付基礎日額から当該労働に対して支

払われる賃金等の額を控除して得た額の１００分の２０に相当する額とする。 

 （請求等） 

第６条 この要綱に定める休業補償等を受けようとする職員は、休業補償等請求（申請）書（別記様式）

を、所属長を経由して任命権者に提出しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、休業補償等を受けようとする職員は、休業補償等に関し任命権者が必

要と認める事項を届け出、又は書類その他の物件を提出しなければならない。 

 （支給の決定等） 

第７条 任命権者は、前条第１項に規定する休業補償等請求（申請）書を受理した場合には、これを審

査し、休業補償等の支給に関する決定を行い、すみやかに請求者又は申請者に書面でその決定に関す

る通知をするとともに、支給と決定された場合は、遅滞なく支給を行わなければならない。 

 （未支給の休業補償等） 

第８条 この要綱に定める休業補償等を受ける権利を有する職員が死亡した場合において、その死亡し

た職員に支給すべき休業補償等でまだその職員に支給しなかったものがあるときは、その職員の配偶

者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）、子、父母、孫、

祖父母又は兄弟姉妹であって、その職員の死亡の当時その職員と生計を同じくしていたものは、自己

の名で、その未支給の休業補償等の支給の請求等をすることができる。 

２ 前項の場合において、死亡した職員が死亡前にその休業補償等を請求していなかったときは、同項

に規定する者は、自己の名で、その休業補償等を請求することができる。 

３ 未支給の休業補償等を受けるべき者の順位は、第１項に規定する順序による。 

４ 未支給の休業補償等を受けるべき同順位者が２人以上あるときは、その１人がした請求は、全員の

ためその全額につきしたものとみなし、その１人に対してした支給は、全員に対してしたものとみな

す。 

 （休業補償等を行わない場合） 

第９条 職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、休業補償等は、行わない。 



 １ 懲役、禁錮若しくは拘留の刑の執行のため若しくは死刑の言渡しを受けて刑事施設に拘置されて

いる場合、労役場留置の言渡しを受けて労役場に留置されている場合又は監置の裁判の執行のため

監置場に留置されている場合 

 ２ 少年法（昭和２３年法律第１６８号）第２４条の規定による保護処分として少年院若しくは児童

自立支援施設に送致され、収容されている場合又は売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）第１

７条の規定による補導処分として婦人補導院に収容されている場合 

 （休業補償等の制限） 

第１０条 職員が、故意に負傷若しくは疾病、又はその直接の原因となった事故を生じさせたときは、

休業補償を行わない。 

２ 職員が故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な理由がなくて療養に関する指示に従

わないことにより、負傷若しくは疾病、若しくはこれらの原因となった事故を生じさせ、負傷若し

くは疾病の程度を増進させ、若しくはその回復を妨げたときは、休業補償等の全部又は一部を行わ

ないことができる。 

 （損害賠償との調整等） 

第１１条 市は、この要綱に定める休業補償給付又は休業給付の原因である事故が第三者の行為によっ

て生じた場合において、その給付をしたときは、給付の価額の限度で、その給付を受けた職員が第

三者に対して有する損害賠償の請求権を取得する。 

２ 前項の場合において、その給付を受けるべき職員が当該第三者から同一の事由について損害賠償を

受けたときは、市は、その価額の限度でその給付をしないことができる。 

 （補償を受ける権利） 

第１２条 この要綱に定める休業補償給付又は休業給付を受ける権利は、職員の退職によって変更され

ることはない。 

 （一時差止め） 

第１３条 この要綱に定める休業補償等を受ける権利を有する職員（休業特別支給金の場合は、受ける

職員）が、正当な理由がなくて、第６条第２項に規定する届出をせず、若しくは書類その他の物件

を提出しないときは、任命権者は、休業補償等の支給を一時差し止めることができる。 

 （所属長の助力等） 

第１４条 この要綱に定める休業補償等を受けるべき職員が、事故のため、みずから休業補償等の請求

等その他の手続を行うことが困難である場合には、所属長は、その手続を行うことができるように

助力しなければならない。 

２ 所属長は、休業補償等を受けるべき職員から休業補償等を受けるために必要な証明を求められたと

きは、すみやかに証明をしなければならない。 

 （期間の計算） 

第１５条 この要綱に規定する期間の計算については、民法の期間の計算に関する規定を準用する。 

 （委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、休業補償等の支給に関し必要な事項については、法及び関係

省令の規定の例による。 

２ 前項及びこの要綱に定めるもののほか、休業補償等の支給に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１０年３月５日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１０年６月１１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１８年５月２４日から施行する。 

 


